
広
報
ほ
う
き

２
０
１
１
年
４
月

２３

広
報
ほ
う
き

２
０
１
１
年
４
月

平
成
23
年
度
当
初
予
算
の
あ
ら
ま
し

平
成
23
年
度
の
伯
耆
町
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
当
初
予
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
平
成
23
年
度
の
伯
耆
町
一
般
会
計
の
当
初
予
算
は
、
大

型
建
設
事
業
︵
溝
口
小
学
校
耐
震
等
改
修
な
ど
︶
や
福
祉

事
務
所
の
設
置
に
伴
う
生
活
保
護
費
な
ど
の
増
加
に
よ
っ

て
、
合
併
後
で
最
大
の
予
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

　
公
債
費
︵
返
済
金
︶
の
割
合
は
ま
だ
高
く
、
厳
し
い
財

政
状
況
は
続
い
て
い
ま
す
が
、
財
政
的
な
制
約
が
あ
る
中

で
も
中
長
期
的
な
視
点
で
、
町
民
生
活
の
向
上
に
結
び
つ

く
よ
う
な
事
業
を
展
開
し
ま
す
。

　≪当初予算額≫ １ 

一
般
会
計７６億９,１００万円

平成２３年度

比　較　　１０億６,１００万円

（１６％増）

６６億３,０００万円

平成２2年度

歳入（収入）

人件費の推移 建設事業費の推移

基金（貯金）残高の推移地方債(借金）残高の推移

歳出（支出）

主
な
経
費
な
ど
の
推
移

︵
19
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21
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は
決
算
額
。
22
年
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は
3
月
補
正
後
予
算
額
︶

平
成
23
年
度
当
初
予
算
で
の
主
な
事
業

　
当
初
予
算
に
盛
り
込
ま
れ
た
主
な
事
業
に
つ
い
て
新
た
な
事
業
を
中
心
に
紹
介
し
ま
す
。
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　22年度は共済組合負担金の増額などにより

増加していましたが、23年度は退職や期末手

当の減などにより減額となっています。

　溝口小学校耐震等改修のほか、総合計画

（後期）の事業開始に伴い、前年度に比べ増

額となっています。
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　借入の抑制や繰上返済により、借金残高は減

少傾向にあります。23年度は約6千万円の繰上

返済を行い、将来負担の軽減を図ります。
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　将来の財政負担に備え、基金の積み立てを行

っています。23年度は水道遠方監視装置の整備

などのため、約9千万円の取り崩しを行います。

●水道監視装置整備などにより繰入
金（基金からの取崩など）が7,412
万円増加

●溝口小学校耐震等改修事業などに
より町債（借入金）が5億1,430万
円増加

●生活保護費の支給などに伴い国庫
支出金（国からの交付金など）が3
億7,776万円増加

●福祉事務所の設置や町税の減収など
により地方交付税が9,447万円増加

●不景気の影響などにより町税が
1,552万円減少

●宝くじ助成金などの減少により諸
収入が1,799万円減少

【主な特徴】 

増えたもの

減ったもの

●福祉事務所開設に伴い、生活保護費

などの扶助費が2億8,620万円増加

●溝口小学校耐震等改修などの実施

に伴い普通建設事業費が7億4,383

万円増加

●雇用対策や除雪費の増額などによ

り、物件費（賃金・委託料など）

が9,089万円増加

●水道事業会計へ遠方監視装置整備

費の補助などにより、補助費などが

1,165万円増加

●退職や期末手当（職員給）の減な

どにより人件費が3,824万円減少

●下水道会計の公債費（返済金）の

減少に伴い繰出金が2,641万円減少
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増えたもの

減ったもの
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想
策
定
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地
域
力
の
向
上

普通建設事業費
9億197万円 11.7%

繰出金
8億200万円
10.4%

貸付金
3億4,049万円
4.4%

公債費
12億2,693万円 16.0%

物件費
11億8,073万円 15.3%

人件費
11億1,683万円 14.5%

災害復旧費
300万円
0.1%

扶助費
7億1,232万円 9.3%

補助費等
12億9,475万円 16.8%

予備費
8,056万円
1.0%

維持補修費
1,942万円
0.3%

積立金
1,200万円
0.2%

町積
8億8,100万円 11.5%

国庫支出金
6億5,342万円 8.5％

県支出金
5億3,406万円 6.9％

その他
7,953万円
1.0％

自主
財源
26.2％

依存財源
73.8％

諸収入
4億3,594万円 5.7％

町税
13億2,073万円  17.2％

地方消費税交付金
1億80万円
1.3％

地方譲与税
8,293万円
1.1％

分担金
及び負担金
1億1,036万円 1.4％

その他
927万円 0.1％

繰入金
1億130万円 1.3％

使用料
及び手数料
3,717万円 0.5％

地方交付税
33億4,449万円
43.5％
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　22年度は共済組合負担金の増額などにより

増加していましたが、23年度は退職や期末手

当の減などにより減額となっています。

　溝口小学校耐震等改修のほか、総合計画

（後期）の事業開始に伴い、前年度に比べ増

額となっています。
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　借入の抑制や繰上返済により、借金残高は減

少傾向にあります。23年度は約6千万円の繰上

返済を行い、将来負担の軽減を図ります。
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　将来の財政負担に備え、基金の積み立てを行

っています。23年度は水道遠方監視装置の整備

などのため、約9千万円の取り崩しを行います。

●水道監視装置整備などにより繰入
金（基金からの取崩など）が7,412
万円増加

●溝口小学校耐震等改修事業などに
より町債（借入金）が5億1,430万
円増加

●生活保護費の支給などに伴い国庫
支出金（国からの交付金など）が3
億7,776万円増加

●福祉事務所の設置や町税の減収など
により地方交付税が9,447万円増加

●不景気の影響などにより町税が
1,552万円減少

●宝くじ助成金などの減少により諸
収入が1,799万円減少

【主な特徴】 

増えたもの

減ったもの

●福祉事務所開設に伴い、生活保護費

などの扶助費が2億8,620万円増加

●溝口小学校耐震等改修などの実施

に伴い普通建設事業費が7億4,383

万円増加

●雇用対策や除雪費の増額などによ

り、物件費（賃金・委託料など）

が9,089万円増加

●水道事業会計へ遠方監視装置整備

費の補助などにより、補助費などが

1,165万円増加

●退職や期末手当（職員給）の減な

どにより人件費が3,824万円減少

●下水道会計の公債費（返済金）の

減少に伴い繰出金が2,641万円減少
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増えたもの

減ったもの
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普通建設事業費
9億197万円 11.7%

繰出金
8億200万円
10.4%

貸付金
3億4,049万円
4.4%

公債費
12億2,693万円 16.0%

物件費
11億8,073万円 15.3%

人件費
11億1,683万円 14.5%

災害復旧費
300万円
0.1%

扶助費
7億1,232万円 9.3%

補助費等
12億9,475万円 16.8%

予備費
8,056万円
1.0%

維持補修費
1,942万円
0.3%

積立金
1,200万円
0.2%

町積
8億8,100万円 11.5%

国庫支出金
6億5,342万円 8.5％

県支出金
5億3,406万円 6.9％

その他
7,953万円
1.0％

自主
財源
26.2％

依存財源
73.8％

諸収入
4億3,594万円 5.7％

町税
13億2,073万円  17.2％

地方消費税交付金
1億80万円
1.3％

地方譲与税
8,293万円
1.1％

分担金
及び負担金
1億1,036万円 1.4％

その他
927万円 0.1％

繰入金
1億130万円 1.3％

使用料
及び手数料
3,717万円 0.5％

地方交付税
33億4,449万円
43.5％


